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《特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化

及び活性化に関する特別措置法》 （平成二十一年六月二十六日法律第六十四号） 

（目的）  

第一条  この法律は、一般乗用旅客自動車運送が地域公共交通として重要な役割を担ってお

り、地域の状況に応じて、地域における輸送需要に対応しつつ、地域公共交通としての機能を十

分に発揮できるようにすることが重要であることに鑑み、国土交通大臣による特定地域及び準特

定地域の指定並びに基本方針の策定、特定地域において組織される協議会による特定地域計画の

作成並びにこれに基づく一般乗用旅客自動車運送事業者による供給輸送力の削減及び活性化措置

の実施、準特定地域において組織される協議会による準特定地域計画の作成及びこれに基づく一

般乗用旅客自動車運送事業者による活性化事業等の実施並びに特定地域及び準特定地域における

道路運送法 （昭和二十六年法律第百八十三号）の特例について定めることにより、特定地域及

び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化を推進し、もって地域に

おける交通の健全な発達に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律において「一般乗用旅客自動車運送事業」とは、道路運送法第三条第一号 ハ

の一般乗用旅客自動車運送事業（国土交通大臣が指定するものを除く。）をいう。  

２  この法律において「一般乗用旅客自動車運送事業者」とは、一般乗用旅客自動車運送事業

を経営する者をいう。  

３  この法律において「一般乗用旅客自動車運送」とは、一般乗用旅客自動車運送事業者が行

う旅客の運送をいう。  

４  この法律において「地域公共交通」とは、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 

（平成十九年法律第五十九号）第二条第一号に規定する地域公共交通をいう。  

２ 関係法令抜粋 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%93%b9%98%48%89%5e%91%97%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%93%b9%98%48%89%5e%91%97%96%40%91%e6%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8b%e3%96%40%8c%dc%8b%e3&REF_NAME=%92%6e%88%e6%8c%f6%8b%a4%8c%f0%92%ca%82%cc%8a%88%90%ab%89%bb%8b%79%82%d1%8d%c4%90%b6%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8b%e3%96%40%8c%dc%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000001000000000
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《地域公共交通の活性化及び再生に関する法律》 

（平成十九年五月二十五日法律第五十九号） 

 

（目的）  

第一条  この法律は、近年における急速な少子高齢化の進展、移動のための交通手段に関する

利用者の選好の変化により地域公共交通の維持に困難を生じていること等の社会経済情勢の変化

に対応し、地域住民の自立した日常生活及び社会生活の確保、活力ある都市活動の実現、観光そ

の他の地域間の交流の促進並びに交通に係る環境への負荷の低減を図るための基盤となる地域に

おける公共交通網（以下「地域公共交通網」という。）の形成の促進の観点から地域公共交通の

活性化及び再生を推進することが重要となっていることに鑑み、交通政策基本法 （平成二十五

年法律第九十二号）の基本理念にのっとり、地方公共団体による地域公共交通網形成計画の作成

及び地域公共交通特定事業の実施に関する措置並びに新地域旅客運送事業の円滑化を図るための

措置について定めることにより、持続可能な地域公共交通網の形成に資するよう地域公共交通の

活性化及び再生のための地域における主体的な取組及び創意工夫を推進し、もって個性豊かで活

力に満ちた地域社会の実現に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。  

一  地域公共交通 地域住民の日常生活若しくは社会生活における移動又は観光旅客その他の

当該地域を来訪する者の移動のための交通手段として利用される公共交通機関をいう。  

二  公共交通事業者等 次に掲げる者をいう。 

ハ 道路運送法 （昭和二十六年法律第百八十三号）による一般乗合旅客自動車運送事業者及び

一般乗用旅客自動車運送事業者 

（国等の努力義務）  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8c%dc%96%40%8b%e3%93%f1&REF_NAME=%8c%f0%92%ca%90%ad%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%93%b9%98%48%89%5e%91%97%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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第四条  国は、地方公共団体、公共交通事業者等その他の関係者が行う持続可能な地域公共交

通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進するために必要となる情報の収集、整

理、分析及び提供、研究開発の推進並びに人材の養成及び資質の向上に努めなければならない。  

２  都道府県は、市町村、公共交通事業者等その他の関係者が行う持続可能な地域公共交通網

の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進するため、各市町村の区域を超えた広域的

な見地から、必要な助言その他の援助を行うとともに、必要があると認めるときは、市町村と密

接な連携を図りつつ主体的に持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及

び再生に取り組むよう努めなければならない。  

３  市町村は、公共交通事業者等その他の関係者と協力し、相互に密接な連携を図りつつ主体

的に持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生に取り組むよう努

めなければならない。  

４  公共交通事業者等は、自らが提供する旅客の運送に関するサービスの質の向上並びに地域

公共交通の利用を容易にするための情報の提供及びその充実に努めなければならない。  
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《交通政策基本法》（平成二十五年十二月四日法律第九十二号） 

 

（交通の適切な役割分担及び有機的かつ効率的な連携） 

第五条  交通に関する施策の推進は、徒歩、自転車、自動車、鉄道車両、船舶、航空機その他

の手段による交通が、交通手段（交通施設及び輸送サービスを含む。以下同じ。）の選択に係る

競争及び国民等の自由な選好を踏まえつつそれぞれの特性に応じて適切に役割を分担し、かつ、

有機的かつ効率的に連携することを旨として行われなければならない。  

（連携等による施策の推進）  

第六条  交通に関する施策の推進は、まちづくり、観光立国の実現その他の観点を踏まえ、当

該施策相互間の連携及びこれと関連する施策との連携を図りながら、国、地方公共団体、運輸事

業その他交通に関する事業を行う者（以下「交通関連事業者」という。）、交通施設の管理を行

う者（以下「交通施設管理者」という。）、住民その他の関係者が連携し、及び協働しつつ、行

われなければならない。  

（交通の安全の確保）  

第七条  交通の安全の確保に関する施策については、当該施策が国民等の生命、身体及び財産

の保護を図る上で重要な役割を果たすものであることに鑑み、交通安全対策基本法 その他の関

係法律で定めるところによる。  

２  交通に関する施策の推進に当たっては、前項に定めるところにより行われる交通の安全の

確保に関する施策との十分な連携が確保されなければならない。  

（国の責務）  

第八条  国は、第二条から第六条までに定める交通に関する施策についての基本理念（以下単

に「基本理念」という。）にのっとり、交通に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務

を有する。  

２  国は、情報の提供その他の活動を通じて、基本理念に関する国民等の理解を深め、かつ、

その協力を得るよう努めなければならない。  

（地方公共団体の責務）  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%88%ea%88%ea%81%5a&REF_NAME=%8c%f0%92%ca%88%c0%91%53%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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第九条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、交通に関し、国との適切な役割分担を踏まえ

て、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、及び実施する

責務を有する。  

２  地方公共団体は、情報の提供その他の活動を通じて、基本理念に関する住民その他の者の

理解を深め、かつ、その協力を得るよう努めなければならない。  

（交通関連事業者及び交通施設管理者の責務）  

第十条  交通関連事業者及び交通施設管理者は、基本理念の実現に重要な役割を有しているこ

とに鑑み、その業務を適切に行うよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する交通に関

する施策に協力するよう努めるものとする。  

２  前項に定めるもののほか、交通関連事業者及び交通施設管理者は、基本理念にのっとり、

その業務を行うに当たっては、当該業務に係る正確かつ適切な情報の提供に努めるものとする。  

（国民等の役割）  

第十一条  国民等は、基本理念についての理解を深め、その実現に向けて自ら取り組むことが

できる活動に主体的に取り組むよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する交通に関す

る施策に協力するよう努めることによって、基本理念の実現に積極的な役割を果たすものとす

る。  

（関係者の連携及び協力）  

第十二条  国、地方公共団体、交通関連事業者、交通施設管理者、住民その他の関係者は、基本

理念の実現に向けて、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 


